加古川市条例第２２号　
　　　加古川市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一部を改　　
　　　正する条例
加古川市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例（平成１６年条例第２０号）の一部を次のように改正する。
別表第１に次のように加える。
	間形地区地区整備計画
	都市計画法第20条第１項の規定により告示された間形地区地区計画の区域内で、地区整備計画が定められている区域

	水足戸ヶ池周辺地区地区整備計画
	都市計画法第20条第１項の規定により告示された水足戸ヶ池周辺地区地区計画の区域内で、地区整備計画が定められている区域


別表第２に次のように加える。
	間形地区地区整備計画区域
	
	（１）住宅
（２）住宅で延べ面積の２分の１以上
を居住の用に供し、かつ、次に掲
げる用途を兼ねるもの（これらの
用途に供する部分の床面積の合計
が50平方メートルを超えるものを除く。）
ア　事務所（汚物運搬用自動車、
危険物運搬用自動車その他これ
らに類する自動車で国土交通大
臣の指定するもののための駐車
施設を同一敷地内に設けて業務
を運営するものを除く。）
イ　日用品の販売を主たる目的と
する店舗又は食堂若しくは喫茶
店
ウ　理髪店、美容院、クリーニン
グ取次店、質屋、貸衣装屋、貸
本屋その他これらに類するサー
ビス業を営む店舗
エ　洋服店、畳屋、建具屋、自転
車店、家庭電気器具店その他こ
れらに類するサービス業を営む
店舗（原動機を使用する場合に
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	あっては、その出力の合計が0.
75キロワット以下のものに限る
。）
オ　自家販売のために食品製造業
（食品加工業を含む。以下同じ
。）を営むパン屋、米屋、豆腐
屋、菓子屋その他これらに類す
るもの（原動機を使用する場合
にあっては、その出力の合計が
0.75キロワット以下のものに限
る。）
カ　学習塾、華道教室、囲碁教室
その他これらに類する施設
キ　美術品又は工芸品を製作する
ためのアトリエ又は工房（原動
機を使用する場合にあっては、
その出力の合計が0.75キロワッ
ト以下のものに限る。）
（３）共同住宅、寄宿舎又は下宿
（４）学校、図書館その他これらに類
するもの
（５）神社、寺院、教会その他これら
に類するもの
（６）老人ホーム、保育所、福祉ホー
ムその他これらに類するもの
（７）公衆浴場（風俗営業等の規制及
び業務の適正化等に関する法律第
２条第６項第１号に該当する営業
に係るものを除く。）
（８）診療所
（９）巡査派出所、公衆電話所その他
これらに類する令第 130条の４に
規定する公益上必要な建築物
（10）病院
（11）老人福祉センター、児童厚生施
設その他これらに類するもの
（12）次に掲げる店舗、飲食店その他
これらに類する用途に供するもの
のうちその用途に供する部分の床
面積の合計が 500平方メートル以
内のもの（３階以上の部分をその
用途に供するものを除く。）
ア　理髪店、美容院、クリーニン
グ取次店、質屋、貸衣装屋、貸
本屋その他これらに類するサー
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	ビス業を営む店舗
イ　洋服店、畳屋、建具屋、自転
車店、家庭電気器具店その他こ
れらに類するサービス業を営む
店舗で作業場の床面積の合計が
50平方メートル以内のもの（原
動機を使用する場合にあっては、
その出力の合計が0.75キロワッ
ト以下のものに限る。）
ウ　自家販売のために食品製造業
を営むパン屋、米屋、豆腐屋、
菓子屋その他これらに類するも
ので作業場の床面積の合計が50
平方メートル以内のもの（原動
機を使用する場合にあっては、
その出力の合計が0.75キロワッ
ト以下のものに限る。）
エ　学習塾、華道教室、囲碁教室
その他これらに類する施設
オ　物品販売業を営む店舗（専ら
性的好奇心をそそる写真その他
の物品の販売を行うものを除く
。）又は飲食店
カ　銀行の支店、損害保険代理店、
宅地建物取引業を営む店舗その
他これらに類するサービス業を
営む店舗
（13）自動車車庫で床面積の合計が 3
00平方メートル以内のもの又は都
市計画として決定されたもの（３
階以上の部分をその用途に供する
ものを除く。）
（14）次に掲げる公益上必要な建築物
ア　税務署、警察署、保健所、消
防署その他これらに類するもの
（法別表第２（い）項第９号に
掲げるもの及び５階以上の部分
をこれらの用途に供するものを
除く。）
イ　令第 130条の５の４第２号の
規定により国土交通大臣が指定
する建築物（法別表第２（い）
項第９号に掲げるもの及び５階
以上の部分をこれらの用途に供
するものを除く。）
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	（15）前各号の建築物に附属するもの
（令第 130条の５の５各号に掲げ
るものを除く。）
	
	
	

	水足戸ヶ池周辺地区地区整備計画区域
	産業地区
	次の各号に掲げる建築物以外の建築物
（１）住宅
（２）住宅で事務所、店舗その他これ
らに類する用途を兼ねるもの
（３）共同住宅、寄宿舎又は下宿
（４）老人ホーム、保育所、福祉ホー
ムその他これらに類するもの
（５）老人福祉センター、児童厚生施
設その他これらに類するもの
（６）店舗（適用区域内の工場に附属
する店舗であり、かつ、当該工場
で製造される物品の販売の用に供
する床面積の合計が 150平方メー
トル以下のものを除く。）又は飲
食店
（７）図書館、博物館その他これらに
類するもの
（８）ボーリング場、スケート場、水
泳場その他令第 130条の６の２に
掲げる運動施設
（９）カラオケボックスその他これに
類するもの
（10）マージャン屋、ぱちんこ屋、射
的場、勝馬投票券発売所、場外車
券売場その他これらに類するもの
（11）自動車教習所
（12）畜舎
（13）法別表第２（る）項第１号に掲
げる工場
（14）次に掲げる事業を営む工場
ア　鉱物、岩石、土砂、コンクリ
ート、アスファルト・コンクリ
ート、れんがの粉砕で原動機を
使用するもの
イ　レディミクストコンクリート
の製造
（15）次に掲げる事業を営む工場で都
市計画法第20条第１項の規定によ
り告示された水足戸ヶ池周辺地区
地区計画で定める計画図（以下こ
の項において「計画図」という。）
に表示する住宅等隣接区間に面す
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	る（道路、里道、水路その他これ
らに類する公共の用に供する物（
以下「道路等」という。）を介す
る場合を含む。以下同じ。）もの
ア　玩具煙火の製造
イ　アセチレンガスを用いる金属
の工作（アセチレンガス発生器
の容量30リットル以下のもの又
は溶解アセチレンガスを用いる
ものを除く。）
ウ　引火性溶剤を用いるドライク
リーニング、ドライダイイング
又は塗料の加熱乾燥若しくは焼
付（赤外線を用いるものを除く
。）
エ　亜硫酸ガスを用いる物品の漂
　白
オ　魚粉、フェザーミール、肉骨
粉、肉粉若しくは血粉又はこれ
らを原料とする飼料の製造
カ　鉄板の波付加工
キ　スプリングハンマーを使用す
る金属の鍛造
ク　伸線、伸管又はロールを用い
る金属の圧延で出力の合計が４
キロワット以下の原動機を使用
するもの
（16）法別表第２（る）項第２号に掲
げる危険物の貯蔵又は処理に供す
るもの
	
	
	

	
	沿道生活地区
	次の各号に掲げる建築物以外の建築物
（１）店舗、飲食店、事務所その他こ
れらに類する用途に供するもので
その用途に供する部分の床面積の
合計が 3,000平方メートルを超え
るもの
（２）ボーリング場、スケート場、水
泳場その他令第 130条の６の２に
掲げる運動施設
（３）カラオケボックスその他これに
類するもの
（４）マージャン屋、ぱちんこ屋、射
的場、勝馬投票券発売所、場外車
券売場その他これらに類するもの
（５）自動車教習所
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	（６）畜舎
（７）自動車車庫で床面積の合計が 300平方メートルを超えるもの又は３階以上の部分をその用途に供するもの
（８）建築物に附属する自動車車庫（
２階以下の部分をその用途に供す
るものを除く。）
（９）倉庫で床面積の合計が 3,000平
方メートルを超えるもの
（10）倉庫業を営む倉庫
（11）工場で作業場の床面積の合計が
50平方メートルを超えるもの
（12）危険物の貯蔵又は処理に供する
もの（建築物に附属するものにあ
っては、法別表第２（と）項第４
号に掲げるものに限る。）
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　　　附　則
この条例は、この条例の公布の日又は都市計画法（昭和43年法律第 100号）第20条第１項の規定に基づく間形地区地区計画及び水足戸ヶ池周辺地区地区計画に係る都市計画の決定の告示の日のいずれか遅い日から施行する。
